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本準備書面においては、債務者の平成２８年３月１４日付保全異議申立書

の申立ての趣旨に対して答弁するとともに、債務者の平成２８年３月２８日

付主張書面(14)（以下「債務者 (14)」という。）のうち、第３章（原決定

の誤り－総論）及び第４章第２（津波に対する安全性について）に対して反

論を加える。  

 

第１ 申立ての趣旨に対する答弁  

 １ 本件保全命令を認可する。  

２ 本件保全異議にかかる訴訟費用は申立人の負担とする。  

との裁判を求める。  

 

第２ 債務者 (14)「第３章（原決定の誤り－総論）」について  

１ 判断枠組み等について 

(1) 債務者の主張  

この点に関する債務者の主張は、次の３点である。  

ア 判断枠組みが著しく不合理であること  

債務者は、「原子力規制委員会が本件発電所の安全性について審

査し、新規制基準に適合していることを確認した事実は、本件発電

所の安全性に関する重要な事実ではあるものの、本件発電所の安全

性について主張及び疎明を行うために必要不可欠な事実とまではい

えない」【債務者(14)第３章第２の１(1)第２段落（３０頁）】と述

べ、新規制基準の制定過程における重要な議論、議論を踏まえた改

善点、福島第一原発事故を踏まえた原子力規制行政の変化について

債務者に主張及び疎明を求めた原決定の判断枠組みが著しく合理性

を欠くと主張している。【債務者(14)第３章第２の１(2)３０～３１

頁】 
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イ 原決定の判断が抽象的かつ主観的であること 

債務者は、原決定について、主観的に、わずかでも「不安」や

「ためらい」や「躊躇」や「疑問」を感じる点があれば、被保全権

利の疎明があったとするもので、単なる主観的、抽象的議論に基づ

くものにすぎず、内実は、原子力発電所の安全性についてゼロリス

クを求めるものであると非難している。【債務者(14)第３章第２の

２の（２）（３２～３３頁）】  

ウ 人格権侵害に至る具体的経緯や機序が示されていないこと 

債務者は、原決定について、「本件発電所に具体的にどのような

欠陥があり、その欠陥に起因して、どのような機序で放射性物質の

異常放出等の事故が発生し、これによって債権者のそれぞれの人格

権がいかに侵害されるに至るのかについて何ら示していない」と非

難している。【債務者(14)第３章第２の３の（１）（３３～３４

頁）】 

しかし、債務者のこれらの主張は、原発の過酷事故が発生した場

合の人権侵害の深刻さに目をつぶり、従来の裁判例における支配的

な考え方を理解せず、あるいはこれを意図的に無視してなされたも

のである。  

(2) 従来の裁判例の考え方  

ア 伊方最高裁判決（平成４年１０月２９日第１小法廷判決・民集４

６巻７号１１７４頁）は、「原子炉施設の安全性に関する判断の適

否が争われる原子炉設置許可処分の取消訴訟における裁判所の審理、

判断は、・・・被告行政庁の判断に不合理な点があるか否かという

観点から行われるべきであって・・・調査審議に用いられた具体的

審査基準に不合理な点があり、あるいは・・・具体的審査基準に適

合するとした原子力委員会若しくは原子炉安全専門審査会の調査審

議及び判断の過程に看過し難い過誤、欠落があり、被告行政庁の判
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断がこれに依拠してされたと認められる場合には、被告行政庁の判

断に不合理な点があるものとして、右判断に基づく原子炉設置許可

処分は違法と解すべきである」と判示して、原子炉設置許可処分の

違法性判断に当たり、具体的審査基準の合理性と同基準への適合判

断の合理性を審査対象とする考え方を示し、「被告行政庁がした右

判断に不合理な点があることの主張、立証責任は、本来原告が負う

べきものと解されるが・・・被告行政庁の側において、まず・・・

被告行政庁の判断に不合理な点のないことを・・・主張、立証する

必要があり、被告行政庁が右主張、立証を尽くさない場合には、被

告行政庁がした右判断に不合理な点があることが事実上推認される」

とした。 

イ その後の原発の運転等差止訴訟（民事訴訟）における下級審判決

の多くは、原子炉設置許可処分取消訴訟（行政訴訟）である伊方最

高裁判決の上記判断枠組みを借用した。例えば、志賀２号機運転差

止訴訟二審判決（名古屋高裁金沢支部平成２１年３月１８日判決・

判例時報２０４５号３頁）は、「控訴人（引用者注：北陸電力株式

会社）の側において、まず、その安全性に欠ける点のないことにつ

いて・・・主張立証する必要があり、控訴人がこの主張立証を尽く

さない場合には、本件原子炉に安全性に欠ける点があり、その周辺

に居住する住民の生命、身体、健康が現に侵害され、又は侵害され

る具体的危険があることが事実上推認される」と判示するとともに、

「本件原子炉施設が本件安全審査における審査指針等の定める安全

上の基準を満たしているかについて・・・検討し、これらが満たさ

れていることが確認された場合には、控訴人は、本件原子炉施設の

安全性に欠ける点がないことについて、相当の根拠を示し、かつ必

要な資料を提出した上での主張立証を尽くしたことになる」と述べ

た。この考え方は、民事差止訴訟における立証命題である「安全性
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に欠ける点がないこと」を「審査指針等の定める安全上の基準を満

たしていること」に代替させることができるが、事業者がこの点の

主張立証を尽くさなければ、人格権侵害の具体的危険があることが

事実上推認するというものである。 

ウ この点を更に詳細に説明したのが、川内原発再稼働差止仮処分事

件即時抗告審における福岡高裁宮崎支部の平成２８年４月６日決定

（甲第１７１号証）である。同決定は、「被告事業者の側におい

て・・・周辺に居住等する者がその生命、身体に直接的かつ重大な

被害を受ける具体的危険が存在しないことについて・・・主張立証

する必要があり、被告事業者がこの主張、立証を尽くさない場合に

は、上記の具体的危険が存在することが事実上推定される」と判示

した上、「被告事業者は・・・（人の生命・身体に重大な被害を与

える）具体的危険が存在しないことについての主張、立証におい

て、・・・具体的な審査基準に適合するものであることを主張、立

証の対象とすることができ・・・被告事業者の設置、運転等する発

電用原子炉施設が・・・具体的な審査基準に適合する旨の判断が原

子力規制委員会により示されている場合には・・・被告事業者は、

当該具体的審査基準に不合理な点のないこと及び当該発電用原子炉

施設が当該具体的審査基準に適合するとした原子力規制委員会の判

断に不合理な点がないことないしその調査審議及び判断の過程に看

過し難い過誤、欠落がないことを相当の根拠、資料に基づき主張、

立証すれば足りる」と判示した（６６～６８頁）。  

(3) 考察 

ア 債務者の主張アについて  

周辺住民が被ばくによる人格権侵害の具体的危険を理由として申

し立てた原発の運転差止請求訴訟における立証命題は、その原発に

「安全性に欠ける点があること（ないこと）」である。そして、規
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制行政庁から原子炉の運転の許可を得ている原発については、上記

のように、許可申請に対する審査基準の合理性と、その審査基準に

適合している旨の被告行政庁の判断の合理性の立証をもって「安全

性に欠ける点がないこと」の立証に代替でき、この点の立証を事業

者側に求めるというのは、従来の裁判例における支配的な考え方な

のである。したがって、新規制基準の合理性を審査するために、福

島第一原発事故を踏まえた原子力規制行政の変化について債務者に

主張及び疎明を求めた原決定の考え方は、上記の裁判例における支

配的な考え方に則り、これを、福島第一原発事故の経験を踏まえて

更に具体化したものであって、福島第一原発事故後の時代にふさわ

しい合理的な判断枠組であると言わなければならない。債務者の上

記主張アは、従来の裁判例の考え方を踏まえない不合理なものであ

る。 

イ 債務者の主張イについて  

     上記のように、従来の裁判例の支配的考え方によれば、事業者に

は、「安全性に欠ける点がないこと」について主張立証を尽くすこ

とが求められるのであって、尽くさなければ、安全性に欠ける点が

あることが事実上推認されるのである。原決定は、その判断枠組み

にしたがって、債務者が尽くすべき主張立証を尽くしていないと判

断したにすぎない。「不安」、「ためらい」、「躊躇」、「疑問」

等の言葉は、債務者が果たすべき主張、立証を尽くしていないこと

を表現した言葉にすぎないのである。原決定が「原子力発電所の安

全性についてゼロリスクを求め」ている等というのは、曲解も甚だ

しい。 

ウ 債務者の主張ウについて  

上記のとおり、事業者が当該原発の「安全性に欠ける点がないこ

と」すなわち、審査基準が合理的であり、行政庁による適合判断が
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合理的であることについての主張立証を尽くさなければ、「安全性

に欠ける点があること」を事実上推認するのが従来の裁判例の支配

的考え方であり、ここでは、住民側に、放射性物質を放出する事故

に至る機序についての主張立証は求められない。 

そもそも、ＩＡＥＡの深層防護の考え方は、確立された国際基準

であるところ、深層防護の考え方は、各層が独立して対策を取られ

なければならないものであることは、債権者ら準備書面 (11)の２３

頁で述べた。原子力基本法第２条第２項及び原子力規制委員会設置

法第１条によって、日本の原発の安全対策及び原子力規制委員会の

施策は、確立された国際基準を踏まえなければならないし、確立さ

れた国際基準を踏まえた安全性を備えているのでなければ原子力発

電所の運転を許容しないというのは社会一般の意思であるというべ

きであるから、裁判所も、確立された国際基準を踏まえて原発の安

全性について審理、判断をしなければならない。そして、深層防護

の考え方を踏まえれば、仮に、本件原発の第１層から第３層で十分

な対策が取られているとしても、第４層又は第５層が不十分であれ

ば、その原発は「安全性に欠ける点がある」ものとして、その運転

は差し止められなければならないという帰結になる。第５層の住民

防護対策が不十分であることを理由に原子力発電所の運転を差し止

める場合、第３層までの対策の不備により過酷事故に至る可能性が

あることの主張立証は求められないし、仮にこれを求めた場合、そ

の考え方は、深層防護の考え方に反するのである。  

以上のように、過酷事故に至る具体的経緯や機序についての主張

立証を求める債務者の考え方は、独自のものであって誤りであると

言わなければならない。  

 

第３ 債務者 (14)「第４章第２（津波に対する安全性について）」に対す
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る反論 

１ 債務者は、若狭湾における過去の津波について十分な調査を行った

上で、様々な波源を想定したシミュレーションを実施し、想定される

津波の中で設備に最も大きな影響を及ぼすものを選定して基準津波を

策定し、それよりさらに安全側に立った条件で設備の安全性を確認し

たと主張する（債務者(14)：16 頁）。 

しかし、債務者が行った過去の津波についての調査は、最新知見を

取り入れていないという点において明らかに不十分であり、このこと

は審査ガイド違反でもある。  

２ 債権者準備書面 (7)での主張を繰り返すことになってしまうが、原子

力規制委員会が作成した「基準津波及び耐津波設計指針に係る審査ガ

イド」によれば、その基本方針として、「基準津波は、最新の科学的技

術的知見を踏まえ」ることとされている（乙第４３号証１頁）。また、

基準津波の選定にあたっては、「歴史記録については、震源像が明らか

にできない場合であっても規模が大きかったと考えられるものについ

て十分に考慮」することが求められている（乙第４３号証１２頁）。 

福島第一原発事故において、貞観津波を軽視したことが事故を招い

た主要因の一つであったことの反省に立つのであれば、津波伝承につ

いて最新の知見が現れた以上は、基準津波の選定上考慮するべきもの

であるかどうかを慎重に吟味するために、その知見について十分に調

査と検証を行うべきである。もちろん、それに際しては、自然現象の

予測には常に不確実性がつきまとい、最近の熊本地震も含めて、災害

の発生を事前に予測できたことなど一度もないという現実を踏まえ、

わずかな危険の兆候も決して甘く評価しないという姿勢で臨むべきで

ある。 

３ しかるに、債務者は、若狭湾を襲った可能性のある天正地震による

大津波（１５８６年）の可能性に関する最新知見である福井大学の山
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本教授の研究結果について、「発見された痕跡が天正地震の際に生じた

津波によるものであるとの明確な調査結果は得られておらず、その生

成原因や規模ははっきりしていない」との理由から、これを基準津波

策定上において踏まえていなくても問題がないと主張する（債務者

(11)：5 頁）。  

しかしながら、山本教授の調査は、平成２５年から始まった国家プ

ロジェクトである文科省委託研究「日本海地震・津波調査プロジェク

ト」の一環として行われたものであって、その調査結果は、上記審査

ガイドに照らして、本来、十分に考慮されなければならないもののは

ずである。  

そして、山本教授の行った調査の具体的内容に目を移すと、山本教

授は、高浜原発の南東６～７キロメートルにある福井県高浜町薗部周

辺の海岸低地において、１メートルより浅い層に着目し、ハンドオー

ガを用いたコアリング、トレンチ調査、道路工事に伴う掘削壁面の観

察を行ってきた。その結果、堆積物の中からは、場所によって貝殻片、

有孔虫やウニのトゲなどの生物遺骸を含み、砂を山側から流れ込む河

床の砂および海岸の砂と比較したところ、円磨された超塩基性岩の岩

片や有孔虫などの生物遺骸を含む等の点で、海岸の砂と類似しており、

海側から供給されたものと考えられた。また、そうした砂の分布が、

海岸から５５０メートル以上内陸まで認められたこと等からすると、

津波にもたらされた可能性が高いと判断された。そして、これら砂層

の堆積年代としては、泥炭層、泥炭質泥層の炭素同位体年代測定結果

からすると、１４～１６世紀頃と推定された（甲第１７２号証、甲第

１７３号証）。 

こうしたことからすると、山本教授の調査によって発見された堆積

物は天正地震による大津波（１５８６年）の可能性に関する最新知見

として、審査ガイド上も、基準津波策定に際して検討、考慮すること
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が必要と考えるのが当然である。  

債務者は、「山本教授らの調査結果については、債権者らが根拠とし

て引用する新聞記事（甲第１１９号証）によっても、その津波の規模

や性質、本件発電所敷地に対する影響の有無・程度等は全く明らかに

されていない。」と主張するが、最新知見が得られた以上、そのような

点を明らかにすることは債務者の責務というべきであり、その責務を

果たさずして基準津波を安全側に立って策定したと主張しても、説得

力のない強弁にしか聞こえない。  

４ そのような強弁で争点を強引に乗り切ろうとする債務者の態度から

は、福島第一原発事故を踏まえて安全性に対する考え方を見直そうと

する姿勢や債権者らはじめとする国民の人格権を最大限に尊重しよう

とする姿勢を見出すことはできず、その安全主張の信憑性に疑いを抱

かざるを得ないばかりか、原発を再稼動させる資格もないものと考え

ざるを得ない。  

なお、債務者は、過去の津波についても十分な調査を尽くした旨主

張するが（債務者(14)：68 頁）、山本教授の調査によって明らかとなっ

た上記最新知見を調査対象に含めていない点で、その主張は口先ばか

りの強弁と言うべきであるし、実際の調査ポイントを例にとってみて

も、若狭湾のごく一部のみを対象とした不十分なものである。  

甲第１７３号証は、山本教授らが、平成２７年５月２４日に日本地

球惑星科学連合２０１５年大会で上記調査について発表を行った際の

パワーポイント画面である。その２枚目において、これまでの福井県

若狭湾岸での津波堆積物調査が図示されている。これによると、債務

者の調査が美浜発電所を中心とした狭い地域でしか実施されていない

のに対して、山本教授が参画している日本海地震・津波プロジェクト

の調査は、それよりもかなり北部の福井県あわら市の九頭竜川河口付

近から、西部の小浜湾湾口付近、そして今回の堆積物が発見された高
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浜町薗部地区まで広汎な範囲で実施されている。債務者の調査が、そ

の地理的広がりの点からみても、若狭湾のごく一部のみを対象とした

不十分なものであることは明らかである。  

 

第４ その他の点に対する反論について  

債務者(14)に対するその他の反論は、別途、準備書面で述べる。  

以上 


